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2１．電気事業連合会について

組織名 電気事業連合会

代表者 会長 勝野 哲 （中部電力社長）

目的
電気事業の健全な発展を図り、もって我が国の経済の発展と国民生活
の向上に寄与する。

事業

• 電気事業に関する知識の普及、啓発および広報
• 電気事業に関する資料、情報等の収集および頒布
• 電気事業に関する調査研究および統計の作成
• 電気事業に関する意見の表明
• その他、本会の目的を達成するために必要な事項

会員
・北海道電力 ・東北電力 ・東京電力ホールディングス ・中部電力 ・北陸
電力 ・関西電力 ・中国電力 ・四国電力 ・九州電力 ・沖縄電力

電気事業連合会は、日本の電気事業を円滑に運営していくことを目的として、
1952年（昭和27年）に全国9つの電力会社によって設立されました。以来、地域を
代表する電力会社間の緊密な対話と交流をはじめ、新しい時代の電気事業をつ
くり出していくための創造的な意見交換の場として貢献してきました。また、日本
のエネルギー産業の一翼を担うという自覚のもと、安定したエネルギー供給体制
の確立に向けても多彩な活動を行っています。2000年（平成12年）3月に沖縄電
力が加盟し、現在10電力体制で運営しています。



3２．日本の電力系統と安定供給の取り組み

北海道から九州までの電力系統（電力システ
ム）は、すべて送電線でつながっています（全国
基幹連系系統）。

これによって、電力会社の垣根を超えた電力
融通が可能になり、安定供給が支えられるとと
もに、発電設備の効率的な運用を図ることがで
きます。

また、電力の安定供給のため、災害に強い設
備づくりを進める一方、万一の災害（故障）に備
えた復旧体制を準備し、訓練を行っています。

主な対策例
・設備の耐震、耐雷、風雪害対策 等
・送電線、変電設備等の多重化
・ネットワーク化された送電系統
・電力独自の専用通信ネットワーク
・設備への各種保守補修対策（巡視、点検等）
・24時間体制で電力系統の運用・監視・制御を実施
・災害、系統事故等を想定した危機管理計画の策定な
らびに各種訓練の実施
・緊急時における電力会社相互の応援体制 等



4３．電力用通信の概要①

電力の安定供給には、発電量と消費量を常にバランスさせる必要があります。
時々刻々と変化する電力需要へ迅速に対応するためには、発変電所等の設備状況などを把握・制
御する必要があり、これらの情報を確実に伝送する仕組みを構築しています。

具体的な情報の例
Ø 電話による給電指令
Ø 電圧・電流値、周波数
Ø しゃ断器等各種設備の監視・制御情報
Ø 送電線・配電線、発変電設備の保守情報（音声連絡、カメラ映像） など



5３．電力用通信の概要②

電力会社では、発電所や変電所等と
事業所の間の情報伝送を、常に、確
実に行うため、独自の通信ネットワー
クを構築しています。

伝送速度や必要な信頼度、許容され
る遅延時間等に応じて、各種通信回
線を使い分けています。

（通信回線の例）
・マイクロ波無線
・固定単通話路無線
・移動無線
・有線（光・メタル）
・その他（通信事業者回線等）

マイクロ波無線をはじめとする自営
無線通信においては、必要の都度、周
波数を申請し、総務省殿より許可をい
ただいております。



I

i1 i2

i3

保護リレーシステムは、送電線に
落雷などによる事故が発生したとき、
迅速・確実に事故区間を判定して系
統から切り離し、健全電力系統へ
事故波及を防止するシステムです。

このシステムは、送電線の起点・
終点である電気所に設置され両端
の情報をもとにしゃ断器の開閉を高
速で制御します。

電力供給に直結するため、信頼
度の高いマイクロ波無線を利用して
います。

【動作原理】
キルヒホッフの電流則を応用し、送電線起
点・終点箇所の電流差から事故を検出

正常時（起終点で電流値一致）

i1  = i2

異常時（起終点で電流値不一致）

i1  ≠ i2
（事故電流i3発生による）

起点 終点

正常時
事故時

6例：電力系統保護システム



7例：電力設備監視制御システム

各発電所や変電所の電力情報（電圧・電流・周波数等）を収集し、時々刻々と変化する

電力需要に応じて、発電所出力を制御する需給制御にもマイクロ波無線回線等を活用し

ています。

Ø 電力系統を安定した運用するためには、時々刻々と変化する消費（電力需要）と発電（電力

供給）を常にバランスさせる必要があります。

制御所 発電所

変電所

増発・抑制

周波数
電圧
電流
しゃ断器機器の状態

指 令

計 測

指 令
しゃ断器入/切



8４．自営無線設備の用途 マイクロ波無線

l 耐災害性に優れ､電力設備との同時被災性が少なく、通信設備自体に障害が発生し
てもいち早く障害復旧できるため、電力系統保護用回線､電力設備の監視･制御回線
などの重要回線に用いています。

l 無線設備は収容回線の重要度、伝送距離等を考慮し、6.5、7.5、12GHzの周波数帯を
選定し、変調方式には伝送容量により4PSK、16QAM、128QAMを採用しています。



9（参考）マイクロ波無線の耐災害性

l 平成２３年３月１１日に発生した「東北地方太平洋沖地震（宮城県震度７）」では、被災
地周辺の商用網が設備被害と通信規制によりつながりにくい状況となった中、マイク
ロ波無線は通信機能を維持し、地震発生直後の電力供給の早期復旧に大きく貢献し
ました。

東北地方太平洋沖地震の概要

規模 マグニチュード9.0

震度 最大震度7

被害の特徴 大津波により、沿岸部で甚大な被害が発生、多数の地区が壊滅。

東北地方太平洋沖地震における通信インフラの被害状況

インフラ種別 被害状況

マイクロ波無線
（電力各社）

回線停止：なし
一部区間で受信電界低下が発生

商用網

固定通信
（固定電話・ＦＴＴＨ等）

• 約190万回線の通信回線が被災
• 最大80～90%の発信規制を実施（固定電話）

移動通信
（携帯電話）

• 約2.9万局の基地局が停止
• 最大70～80%の発信規制を実施（音声）

商用網の被害規模の出典：「平成23年版情報通信白書」（総務省）

出典：「平成23年版防災信白書」（内閣府）



10４．自営無線設備の用途 固定単通話路無線

l 水力発電所の効率的な発電計画を目的とした雨量計測に必要な情報を伝送するた
めに利用しています。

l 主に60、70、400MHz帯などを使用しています。

設備例 水力発電所例



11４．自営無線設備の用途 移動無線

l 送電線、配電線工事・巡視・事故復旧、および発電所、変電所の運転・保守など多方面

に使用しています。

l 移動局は基地局からの指令を受けたり、移動局間の連絡に利用します。

l 通話方式は、相対する方向で送信が交互に行われる単信方式を採用しており、周波数

は60、150、 400MHzを使用しています。

l 平常時の確実な稼働に加え、災害時の通信連絡手段の確保や輻輳回避の観点から、

専用網を構築しています。

l 電力設備の立地特性上、山間部等、電気通信事業者のエリア外もカバーしています。

＜利用イメージ（配電部門）＞＜利用イメージ（送電部門）＞

リーダー

作業員

 

操作

事務所

指示

指令者
 

事務所

指令者

指示

作業員

巡視・故障点探査

【移動無線を利用した作業イメージ】



12５．商用網利用の例（民間の通信衛星）

l 自然災害発生時の被災地への保安電話回線の確保などに利用しています。

l 島嶼地域など、地上系固定無線回線の確保が困難な箇所への通信連絡手段としても活
用しています。

衛星通信システム イメージ

事業所 ・・・ 事業所 事業所

固定地球局（各拠点）

固定地球局（島嶼地域事業所） 可搬地球局（各事業所）

移動局（各拠点）

通信衛星

本社
事業所



l 近年普及を進めているスマートメーターの構築では、お客さま宅へのアクセス回線として、
920MHｚ帯特定小電力無線や、携帯電話網等を活用し、電波の有効利用に努めており
ます。

13６．周波数有効利用の例（スマートメーター）

無線マルチホップ方式
（920MHz）

PLC方式

携帯電話方式

コンセント

レーター
お客さま宅

HEMS※１

携帯電話

回線
通信事業者網

光回線
通信事業者網

光回線
電力会社通信網

コンセント

レーター

コンセント

レーター

大規模集合住宅等

基地局

コンセント

レーター

コンセント
レーター

お客さま宅

お客さま宅

中継器

HEMS

HEMS ※2 ＨＥＳ:Head End System

※3 ＭＤＭＳ:Meter Data
Management System

ﾍｯﾄﾞｴﾝﾄﾞ
ｼｽﾃﾑ
（ＨＥＳ※2）

ﾒｰﾀｰﾃﾞｰﾀ
管理ｼｽﾃﾑ
（ＭＤＭS※3）

※1 ＨＥMＳ: Home Energy 
Management System

スマートメーターシステムの概要



14７．電波割当制度の改革にあたっての意見

l 現状は、電波割当制度の下、適切な電波行政により、無線通信の品質が確保されてお
り、電力の安定供給につながっているものと考えております。規制改革の際は、重要無
線の品質低下が生じないよう、共用条件等に特段の配慮をお願いいたします。

l また、周波数割当状況の開示については、過度な情報開示は意図的な妨害電波などに
よる重要無線回線の品質低下につながるおそれがあることから、慎重な対応が必要と
考えます。

l 仮に、周波数移行等に伴い設備更新が必要となる場合は、十分な移行期間の確保、ま
た電気料金への影響を考慮し、移行費用の補助等についてご配慮願います。
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